
別紙 2026年度前期授業料減免・分納 家計急変に関する証明書類（フローチャート）

●申請者本人及び生計維持者（原則父母２名）について、マイナンバーでは急変した収入が証明できない場合、いずれかの「収入状況を確認する書類」を提出していただきます。
●マイナンバーで得られる課税情報が収入基準内の場合は「マイナンバーカード等の写し」をマイナンバーキットで提出してください。
●日本学術振興会特別研究員又はAR-SPRING、BOOSTの研究奨励金を受給している（採用１年目）の方は、採用決定通知書〈写）を提出してください。
●マイナンバーで収入基準以上の収入があるが2026年4月1日基準日に収入がない場合も、雇用保険受給資格者証(写)もしくは【様式2A】退職証明書又は【様式2B】無職・無収入に関する申立書が必要です。
●収入に関する証明書類は各学期(前期と後期）で異なりますので、注意してください。

◎2026年4月1日を基準日とする。
1 2024年1月1日以前から基準日まで同じ勤務先・雇用形態である場合、マイナンバーで得られる収入状況(2024年１月～12月の年収）により審査する。
2 2025年1月1日から基準日まで同じ勤務先・雇用形態であり、マイナンバーで得られる収入状況より減少し所得基準内に収まると思われる場合、2025年の年収により審査する。
3 2025年1月2日以降基準日までに勤務先・雇用形態に変化があり、マイナンバーで得られる収入状況より減少し所得基準内に収まると思われる場合、基準日時点の収入から年収を
算出して審査する。
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キットでマイナンバーカード等の（写）

2024年1月2日以降に勤務形態が変わり、
2025年1月1日以前から同じ勤務形態

【様式６】年金書類貼付用紙（最新の年金
振込通知書のコピー又は年金額改定通知書（コ
ピー）〔日本年金機構等発行〕を貼付し、受給
年額を算出）

税務署の受付印のある令和７年（2025
年）分確定申告書（第一表と第二表）
(控の写）あるいは受付印のある市（区町村）
民税・県（都道府）民税申告書（控の写）

2025年1月2日以降に開業
直近３ヶ月以上の帳簿等のコピー

※勤務先から2026年1月に交付。勤務先に依頼すれば何度でも発行され
ます。
※２ヵ所以上から給与を受けている場合は全て提出すること。
※2箇所以上から給与を受け、確定申告をした場合は、個人事業主と同じ。

※様式1Bの場合、直近6ヶ月の給与明細（写）を添付すること。
※源泉徴収票や確定申告書（控）では受け付けません。

※電子申告の場合は、受付結果受信通知画面又は即時通知を添付して
ください。
※それ以外で受付印がない場合は、市区町村発行の課税証明書（課税
標準額、調整控除額、税額調整額が記載されているもの）を提出して
ください。
※支払調書は確定申告を行う必要がある所得ですので確定申告書に替
えることは出来ません。

年 金

生活保護 生活保護受給証明書（原本）

前勤務先から退職証明が受けられる 雇用保険受給資格者証（写）又は
【様式２A】退職証明書

前勤務先から退職証明が受けられない。
あるいは、それまでは収入があったが、
2025年1月1日以降から無職・無収入
（専業主婦や、生計維持者又は申請者
本人に収入がない場合等）

雇用保険受給資格者証（写）第１面又は
【様式2B】無職・無収入に関する申立書
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該当する証明書類を全て提出します。
年金は申請時点で受給している証明書類が必要です。

2024年1月2日以降に就職又は転職して、
2025年1月1日以前から同じ勤務先・
雇用形態

【様式1A】年収（見込）証明書
ただし【様式1A】を提出できない場合は、
【様式1B】収入に関する申立書

2025年分源泉徴収票（写）

2024年1月1日以前から同じ勤務先
・雇用形態

2025年1月1日以前よりAR双対型博士
人材育成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの研究奨励費を受給
している

自営業等で2025年1月1日以降
に廃業した 廃業届（写）等


